





【介護予防・日常生活支援総合事業：第１号通所事業】
重要事項説明書
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地域密着型通所介護支援事業所 
デイサービス飛鳥Ⅰ
事業所番号　１９７２３００１７０












令和４年１２月１日改正
令和６年　２月１日改正


1． 事業所の概要
	事業所名
	デイサービス飛鳥Ⅰ

	指定事業所番号
	１９７２３００１７０

	所在地
	〒４０９－３８３２　　　山梨県中央市馬籠９３３－１

	連絡先
	電話　０５５－２７８－５８３０
FAX　０５５－２４４－７６５０

	開所年月日
	平成２４年１月２７日

	利用定員
	１日１８名　

	通常の事業実施地域
	中央市

	事業所営業日・時間
	月～金曜日　　８時３０分～１７時３０分
土　曜　日　　８時３０分～１２時３０分

	サービス提供日・時間
	月～金曜日　　９時１５分～１６時２０分（昼食有）
土　曜　日　　９時１５分～１２時２０分（昼食無・おやつ有）

	延長サービス時間
	１７時３０分以降　　３０分毎⇒利用料５００円

	休業日
	・日曜日
・年末年始（１２月２９日～１月３日）
・お盆（８月１３日～８月１５日）
・災害（地震・台風・大雪・感染症など）発生時
・事業所の都合　　など


 
２．事業所の職員体制
	職種
	従事するサービス内容等
	職員数

	管理者
	・職員の管理及び利用申し込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。
・職員に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。
・利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通所介護計画を作成するとともに利用者等への説明を行い、同意を得ます。
・利用者へ通所事業個別サービス計画を交付します。
・通所介護の実施状況の把握及び通所事業個別サービス計画の変更を行います。
	１名
（兼　　務）

	生活相談員
	・利用者がその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、生活指導及び入浴、排泄、食事等の介護に関する相談及び援助などを行います。
・それぞれの利用者について、通所事業個別サービス計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。
	１名以上

	看護師
准看護師
	・利用者の体調管理（体調不良の早期発見、対応）に努めます。
・利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主治医当の指示を受けて、必要な看護を行います。
	１名以上

	機能訓練指導員
	・通所事業個別サービス計画に基づき、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、機能訓練を行います。
	１名以上

	介護職員
	・通所事業個別サービス計画に基づき、必要な日常生活上の世話及び介護を行います。
	７名以上




３．事業の目的と運営の方針
	[bookmark: _Hlk105671957]事業の目的
	要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び向上を図るとともに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、介護予防通所介護相当サービスを提供することを目的とします。

	運営の方針
	事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市や事業所、地域の保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要支援状態の軽減や悪化の防止もしくは要介護状態となることの予防のため、適切なサービスの提供に努めます。



４． 提供するサービス内容
	送迎
	送迎者により、事業所と自宅との間を行います。

	健康管理
	看護職員により、血圧・検温などの健康チェックを行います。体調不良により、緊急対応が必要な場合には、利用者またはご家族の判断のもと医療機関に引き継ぐなど適切な対応をさせていただきます。

	アクティビティ
	楽しく有意義に過ごして頂くために、手工芸、レクリエーション、体操、四季行事、畑作りなど行います。

	食事・おやつ
	第１単位利用者⇒栄養バランスが良く、また季節の食材を使ったメニューを
提供します。
第２単位利用者⇒おやつの提供をします。

	相談
	生活や健康上の心配事がありましたら、専門の職員が相談にのります。関係機関等と連携調整し、生活の向上を目指します。



５．サービス利用料金
（１）自己負担分利用料金について
[bookmark: _Hlk113998437]介護保険適応分は、介護保険負担割合証による自己負担を乗じた額をお支払頂きます。介護保険からの給付額に、変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額を変更させていただきます。介護保険適応外分については、全額をお支払頂きます。詳しくは、別紙『利用料金表』をご参照ください。
（２）利用者負担金の支払いについて
ア、サービス利用月の翌月上旬に、現金支払いで、お支払いいただきます。
イ、利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用料金負担を２ヶ月以上滞納した場合、事業者は１ヶ月の期間を定め、期間満了までにお支払いがなければ、契約（サービス提供）を解除することがあります。
（３）キャンセルについて
　 ア、利用者がサービス利用を中止する際には、事前に事業所までご連絡ください。
イ、キャンセル料は、原則、発生しませんが、当日キャンセルが続く場合は、食事代またはおやつ代のお支払いをいただくことがあります。

６．サービス提供内容等の記録
（１）サービス提供した内容、サービス利用時の様子、緊急時に対応した経過等について、利用者ごとの個別の「サービス実施記録」等の書面に、記録を残します。
（２）事業所は、「サービス実施記録」等の記録を作成完了後、５年間は適正に保管し、利用者またはその代理人の請求に応じ、閲覧、及び実費負担（１ページ１０円）によりその写しを交付します。

７．緊急時及び事故発生時の対応
（１）サービス提供中に、利用者の様態の変化等があった場合は、医療機関及びご家族、並びに必要と判断される関係者等に直ちに連絡し、必要な情報を講じます。
（２）利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市、利用者のご家族に連絡を行うとともに、必要な措置を行います。事故の原因を解明するとともに再発を防ぐための対策を講じます。
（３）事業者は、サービス提供に伴って、事業者の責めに帰すべき事由により、賠償すべき事故が発生した場合には、速やか損害賠償します。ただし、自らの責めに帰するべき事由による場合は、この限りではありません。
（４）利用者ごとの『災害時等の連絡先』を作成し、定期（介護保険認定期間更新時、連絡先変更時等）に見直しをします。

８．身体的拘束等
　　　　事業所は、利用者の人権擁護・虐待の防止のために、次に掲げるとおり、必要な措置を講じます。
（１）虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業員に周知徹底を図ります。
（２）虐待防止・身体拘束等の適正化のため、指針（『高齢者虐待防止指針』）を整備し、指針に沿った措置を講じます。
（３）虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。
（４）職員に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施します。
（５）事業所は、利用者が成年後見人を利用できるよう支援します。
（６）サービス利用中に、当該事業者又は擁護者（現に擁護している家族、親族、同居人等）による虐待等を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを町に通報します。
（７）事業所は、サービス提供にあたり、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（身体的拘束等）を行いません。
やむを得ず身体的拘束を行う場合には、事前に利用者またはご家族に十分な説明を行い
ます。やむを得ない事情により、事前に説明を行えなかった場合には、身体的拘束等を行なった後、速やかに、当該利用者又はその家族に、身体的拘束等の態様等を説明します。また、その態様および時間、その際の利用者の心身の状況、並びに緊急やむを得ない理由を利用者の「サービス実施記録」に記載します。



９．衛生管理・感染症予防
（１）事業所において、感染症の発生および、まん延を防止するため、『感染症防止マニュアル』に沿った必要な措置を講じます。
（２）事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね６か月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知、徹底します。
（３）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。
（４）必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、密接な連携に努めます。
（５） 職員に対し、感染症等の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。

１０．非常災害対策
（１）事業者は、当該事業所の所在する地域の環境及び利用者並びに事業所の特性に応じた事象
別の非常災害に関する具体的計画として、『災害時対応計画』を策定しております。災害発生時のみだけでなく、平常時から、『災害対策計画』に基づき防災、減災に努めます。
（２）当事業所利用時に発災（台風、大雪、地震等）が起きたとき、利用者の安全を第一に確
　　　保するために必要とする情報を『災害時の連絡票』をもとに事前収集させていただき、
発災時に活用させていただきます。

１１．BCP（業務継続計画）の策定 
（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する通所介護の提供を継続的に実施するため、また非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。
（２）職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。
（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の見直し、変更を行います。

１２．職員研修・業務体制整備
　　　職員の資質向上を図るための研修機会等を次のとおり設けています。また、必要に応じ、業務体制の整備に努めています。
	採用時研修
	採用後随時

	継続研修
	パワハラ防止研修（年１回）
他研修（パワハラ防止研修を除き年数回）

	情報共有
	業務に関係する情報を全職員に、回覧及び口頭にて、適宜情報提供



１３．苦情・相談対応方法
（１）利用者は、相談がある場合、提供されたサービスに苦情がある場合は、事業所、市等に対して、申し立てることができます。お申し出の内容について、真摯に受け止め、迅速かつ誠実に対応いたします。
（２）事業者は、相談・苦情対応の相談窓口、及びその連絡先を明らかにします。（下記）
（３）事業者は、利用者が、苦情の申し立てを行なったことを理由とし、何らの不利益な取り扱いをすることはありません。
	当事業所苦情対応相談窓口
	受付時間：月～金曜日　８時３０分～１７時３０分
　　　　　土　曜　日  ８時３０分～１２時３０分
電　　話：０５５－２７８－５８３０

	山梨県国民健康保険団体連合会
介護保険課
	住所：山梨県甲府市蓬沢１－１５－３５
電話：０５５－２２３－９２０１
日時：毎週水曜日　９時～１６時

	中央市役所長寿推進課
介護保険担当
	住所：山梨県中央市臼井阿原３０１－１
電話：０５５－２７４－８５５６
日時：月～金曜日　８時３０分～１７時１５分



１４．サービスの利用にあたっての留意事項
　　サービスの利用にあたってご留意いただきたいことは、下記のとおりです。
（１）複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないようお願いします。
（２）サービス利用中に気分が悪くなったときは、すぐに職員にお申し出ください。
（３）病気の際は、サービスの提供をお断りすることがあります。当日の健康チェックの結果、
体調が悪い場合、サービス内容の変更またはサービスを中止することがあります。
（４）サービスご利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。その場
合、ご家族に連絡のうえ、適切に対応します。また、必要に応じて速やかに主治医または
歯科医師、訪問看護師等に連絡を取るなど、必要な措置を講じます。
（５）体調の急変などにより、サービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の
ケアマネジャーまたは、当事業所へご連絡ください。
（６）サービス利用に関係のない物の持ち込みはご遠慮ください（特に、金品類）。
（７）事業所内での食品をはじめとした様々な品物のやり取りはなさらないように、お願いしま
す。特別な事情がある場合は、事前に職員にご相談ください。
（８）送迎時の際は、ペットをゲージに入れる、リードにつなぐなどの配慮をお願いします。
（９）サービス利用中の喫煙、飲酒はご遠慮下さい。
（10）下記の行為は、ハラスメントに該当する可能性があり、サービスを中止させていただくと
があります。ご理解、ご了承ください。
　　　　ア、身体的暴力（身体的な力を使って危険を及ぼす行為）
　　　　　　・物を投げつける
・叩く、蹴る
・手を払いのける、ひっかく、つねる
　　　　　　・服を引きちぎる
　　　　　　・唾を吐く　　　　など
　　　イ、精神的暴力（個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為）
　　　　　　・大声を発する、怒鳴る、威圧的な態度でも文句を言い続ける
　　　　　　・「この程度できて当然」など理不尽なサービスを要求する
　　　　　　・特定の職員に嫌がらせをする　　　など


ウ、セクシュアルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為等）
　　　　　　・必要もなく体を触る、手を握る
　　　　　　・あからさまに性的な話をする
　　　　　　・腕を引っ張り抱きしめる　　　　　など
　　　エ、その他
　　　　　　・職員の自宅の住所や電話番号を何度も聞く
　　　　　　・ストーカー行為　　　　　　　　　など
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